
 （２） 担い手育成支援事業

 担い手育成支援事業                              事 業 名

○  担い手への農用地の利用集積の推進及び土地改良負担金の一層の軽減を図る事 業の 目的 

　必要があるとともに、食料・農業・農村基本法の基本理念に即して、食料の安

　定供給を確保するため、麦・大豆・飼料作物等を対象とする生産振興を図るな

　ど、土地利用型農業の活性化を推進することが課題となっていることから、土

　地改良負担金の軽減を通じ、農用地の効率的利用と土地利用型農業の活性化に

　資するものとする。

  土地改良事業負担金の軽減を図るため、年償還額がピーク時の７割を超える期事 業の 内容 

間を限度として、負担金の償還利息が２％を超える利息相当額（土地利用の高度 

（ ）。 化に積極的に取り組む地区においては１％相当額を加算 土地利用高度化加算

広域専業特例については、償還利息の１％に相当する利息相当額）を土地改良区 

 等に対し事業実施主体が助成する経費に対し助成する。

【事業フロー】                    　    【担い手育成支援事業のイメージ図】

  

  　　       　国　

   　　　            助成金交付１／２

  
          

                 
助成金交付１／２

  
 

国営事業    事業実施主体  道                

   負担金の 

（広域・専業特例の場合） 償還　            
助成金交付２／２

 

 　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　

 　　     土地改良区等 公庫                

  　　                   
農業基盤整備資金の償還

   　　             賦課金（助成金分軽減）

 農家 　　       

 北海道土地改良事業団体連合会事業実施主体

    実 施 期 間 補助率等 平成７年度　～  国 １／２

 （認定期間 平成７～１２年度）  道 １／２

  令 和５ 年度  地区数　　　　　事業費（道　費）

   　２地区   　　4,936（　2,468）千円予 算 額

  最近の実績等  令和４年度　　　 　　４地区      　6,854（　3,427）千円

 令和３年度　　　 　　４地区        6,255（  3,128）千円

【担当：調整係　内線27-311】


